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アフリカの若者に明るい未来を 
 

若者はアフリカの財産だ。アフリカの若者は、ダイナミックで活気に満

ち、強靭で企業家精神を持っている。アフリカでは若年人口が急速に増

え続けると予想されており、数十年先に世界の他のどの大陸よりも多く

の若年人口を抱えることになる。彼らの能力が高められれば、高齢化す

るグローバル経済の中で、増加する若年人口はアフリカの強みになる。 

 

アフリカ諸国の政府と国際社会は、アフリカの若者の人的資本形成に投

資するべきだ。栄養、健康、教育、生活技能（ライフ・スキル）に、胎

児期から青年期まで投資が必要。受胎後 1000 日間に、温かい家庭で適切

な栄養と刺激を与えることはとくに重要だ。教育の質を高め、きちんと

学ばせることは、就学年数を増やすことに勝るとも务らず重要だ。 

 

経済の成長と質的変化を同時に進めなければならない。生産性を向上さ

せ、製造業の衰退傾向を反転させ、天然資源の国内経済への波及効果を

高めることによって、より多くの質の高い雇用が創出されるだろう。経

済の質的変化は、遊牧民や女性など恵まれない立場にある人々にも恩恵

が及ぶように配慮されなければならない。 

 

まともな仕事に就くことが困難な現在と次の世代の若者の負担を軽減す

る必要がある。人的資本の形成と経済の質的変化には時間がかかるのだ

から。非正規部門と零細農業の生産性を高め、仕事の質を改善するには、

これまで以上に思いきった政策介入が求められる。若者の雇用獲得を支

援するために、労働市場の不完全性に対処し、求職活動の障壁を乗り越

えるために、科学的根拠に基づいて時限的に積極的優遇措置を実施する

ことが重要だろう。 

 

アフリカの若者が明るい未来をつかむ力を獲得することが、アフリカの

潜在能力を実現する道だ。アフリカの若者の活力は、すべてのアフリカ

諸国に私たちが期待する経済・社会の変化を推進してくれるだろう。 
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写真ページ 

 

「アフリカの若者の活力は、アフリカの経済・社会の変化を推進してくれるだろう。」 
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序 文 

 

世界各国の政策担当者にとって、若者の雇

用不足が社会、経済、政治で直面する喫緊

の課題であることは言うまでもない。アフ

リカでは、失業、より正確には不完全就業

が、生産性の低さや慢性的な貧困と絡み合

っているために、状況はとくに深刻である。 

 

アフリカ諸国の政府と援助機関は、これま

でこの問題に対処すべく多大な労力と資金

を投入してきたところであるが、問題の大

きさと複雑さは増加を止まない。 

 

この課題に取り組むための一助とすべく、

JICA はアフリカ、欧州、北米、アジアのト

ップレベルの研究者からなるチームを結成

し、若年雇用に関して、第 5 回アフリカ開

発会議に提出するための総括的な報告書を

作成した。 

 

この研究の目的は、最近刊行された研究成

果や現在進行中の研究の内容、および世界

各地の実践的な成功事例を包括的にレビュ

ーし、それに基づいて、アフリカで根深い

問題となっている失業と不完全就業を取り

除くための政策、プログラム、プロジェク

トを策定することにある。 

 

本報告書は、その国際的共同研究チームの

提言をまとめたものである。報告書は、今

後なすべきことは、現在と未来のアフリカ

の若者のエンパワメントを進めることであ

ると、述べている。 

 

また、家庭における愛情ある養育と学校に

おける質の高い教育を通じて、すべてのア

フリカの若者が強靭な人的資本を持つよう

にならなければならない。アフリカの各国

経済が、良い仕事の機会に十分に恵まれた

産業国家に変容するようにもしなければな

らない。 

 

この場を借りて、この研究を主導していた

だいているケニア共和国大統領府経済アド

バイザーである日野博之教授（JICA 専門家）

に感謝したい。また本報告書が充実した内

容になることに多大な貢献をされた研究チ

ームメンバー各位にも深甚なる謝意を表す

る。 

 

アフリカの政策担当者や援助機関、市民社

会、そのほかアフリカの開発に関わる人々

が、アフリカの若者が明るい未来をつかむ

ための支援を構想されるにあたって、本報

告書がお役にたてば、これに勝る喜びはな

い。 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事長 田中明彦 
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序 論 

 

本報告書はアフリカ若年層の雇用問題の分

析結果と、この課題に取り組むための行動

計画を提案を提示するものである。本報告

書はハイレベルの政策担当者に向けたもの

であるので、記述は簡潔になるように心が

けた。より詳細な議論と根拠となるデータ

は、本報告書を準備する過程で編集された

2 巻の元レポートで提供されている。参考

文献リストもそちらを参照されたい。 

 

本報告書の内容は、同じテーマについてこ

れまで刊行された報告書に対して、2 つの

点で進展を見た。 

 

第 1 に、雇用問題を労働市場の現象として

だけでなく、幅広い要因から生まれる結果

として捉えたことである。たとえば、乳児

期における知覚能力の発達の遅れ、土地所

有制度の歴史的要因、マクロ経済の基礎的

条件、短期的結果を優先する政治体制など

が、多くのアフリカ諸国における雇用問題

と生産性の低さをもたらす主要な原因に含

まれる。 

 

第 2 に、本報告書は最近の研究、とくに既

存のプログラムや提案されている新しい介

入を厳密に評価した結果に依拠しているこ

とである。客観的で検証可能な効果評価を

行うことが介入を選択し継続するために重

要であると強調している。厳密に行われた

評価とその他の研究成果が我々の議論の根

拠となっている。 

 

議論を進める前に、あらかじめ 2 つのこと

をおことわりしておきたい。第 1 に、若者

と雇用にまつわる課題はアフリカの中でも

国によって異なるということである。我々

はアフリカの国々に共通の教訓を得ようと

したため、国別の個別事情の中には捉えき

れていないものがある。第 2 に、本報告書

は多数の研究者が参加した研究成果である

ため、当然、関係者の間で意見の相違があ

ったところもある。以下では、そのような

場合、尐数意見を可能な限り反映しながら、

多数を占めた見解にそって議論されている。 
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写真ページ 

 

「非正規部門の正規化はアフリカ経済の構造変化と雇用創出を進展させるだろう。」  
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アフリカにおける若年雇用問題の深刻さと性格 

 

アフリカの若者の間の雇用不足は、一般に

理解されているよりもはるかに根深く複雑

である。標準的な国際労働機関（ILO）の

定義により若者の失業を描写すれば、それ

は根本的に問題の深刻さを過小に表すこと

になる。ILO は、ある最低年齢以上で、す

ぐに仕事ができる状況で積極的に仕事を探

しているが、最近 1 時間以上働いていない

状況を失業と定義する。この定義によれば

若年層の失業率はサブサハラ・アフリカで

12.8％、北アフリカでは 27.1％となる。 

 

アフリカ諸国の若者の 3分の 2は所得を得

る仕事についていない。ILO 基準により「失

業している」人々よりもはるかに多い数の

アフリカの若者たちは、部分的にしか雇用

されていないか、仕事を探すことさえあき

らめてしまっている。実は、長時間脆弱な

環境の中で働いてわずかな収入しか得てい

ない若者が、数のうえでは最も多いのだ。

彼らは働いているが貧しい。 

 

若者の雇用問題の性格はアフリカ諸国の間

で同じではない。アフリカの南部と北部で

は公式な失業率は高いが、これらの国々で

は、労働市場がよく整備されていて正規部

門の規模が大きい。アフリカで最も低所得

の国々では、非正規部門と零細農業での脆

弱で低賃金の雇用が支配的だ。いくつかの

国はその中間の性格を持ち、失業率が高く

大規模の脆弱な雇用を抱えている（ケニア、

ザンビア、ジンバブエなど）。 
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写真ページ 

「子供たちが働いていれば勉強する時間はない」  



 | 11 

 

 

雇用問題の諸原因 

 

多くのアフリカの若者の人的資本開発は十

分に活用されていない。仕事でまともな賃

金を得るようになるには生産性が低すぎる。

サブサハラ・アフリカの 5 歳以下の子供の

60％以上は、発育を妨げられているか、貧

困の中に生きているか、あるいはその両方

の恵まれない状況に置かれている。これら

の子供たちの多くが、乳幼児期の栄養不足、

务悪な健康状態、家庭で十分な刺激を受け

ていないなどの理由で、知覚能力の発達が

遅れた青年に育っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育へのアクセスの拡大には大きな進

捗が見られた。しかしほとんどすべての子

供が標準以下の内容の教育しか受けていな

い。初等教育の普及で就学率は上昇した。

しかし高学年への進級率は悪化している。

50～80％の子供たちは基礎的な識字力はあ

るが、その学年に本来求められる読解力を

身につけている子供は低い比率にすぎない。 
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働いている子供はあまりにも多く、学ぶの

が困難になっている。5人に１人の子供は、

日常的に長時間働いている。家庭の貧困と

社会的セーフティネット・プログラムが限

定的であることが子供たちを働かざるを得

ない状況においている。 

 

今日、若者が得られる仕事のほとんどは生

産性が低い雇用である。アフリカでは南部

と北部の一部の国々を除いて雇用があるの

はもっぱら都市と農村の農業外の非正規部

門、および零細農業である。農村の雇用の

およそ半分が農業外非正規部門にある。 

 

アフリカの非正規部門はダイナミックであ

るが、生産性は上昇していない。生産性が

低いことの原因の一部は公共政策と公共投

資が適切に行われていないことにある。た

とえば、インフラストラクチャー、法的保

護、金融の問題である。このようなハード

ルの結果と非正規部門自身の組織能力が不

十分なこともあって、非正規部門の企業が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

零細規模から成長することはめったにない。

それらは非効率なままで、１人か２人の身

内の従業員で、ごく限られた点数の製品に

特化して経営され続けている。 

 

緑の革命は、まだサブサハラ・アフリカで

起こっていない。大部分の国では農業の生

産性は低いままである。土地は耕作し尽く

されたてやせており、投資は不十分で、農

業投入財も適切な水準で利用されていない。

農村インフラストラクチャーは务悪で、産

出量をあげ雑草を管理できるような科学的

知見の利用は進んでいない。これらの要因

が現在の農村の状況をもたらしている。 

 

遊牧は軽んじられている。サブサハラ・ア

フリカには５０００万人の遊牧民がおり、

全人口の８％を構成している。遊牧はいく

つかのアフリカ諸国では国内総生産の１０

～４０％を生み出している。気候変動と砂

漠化の結果、遊牧地域のくらしは悪化して

いる。 
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アフリカの若者は貧困の罠に囚われている。

大量の低い生産性の労働者の供給がある一

方で、そのような労働者を雇う非正規部門

と零細農業があり、労働需給がマッチして

賃金が生存状態ギリギリの水準の最適でな

い均衡状態が続いている。貧困、および適

正水準以下の人的資本は次の世代へと引き

継がれてしまう。 

 

アフリカ各地で、質の高い民間部門の雇用

の提供が不足している。アフリカは目覚ま

しい経済成長を続けている。しかし近代的

な民間部門での雇用の成長は遅い。そのよ

うな雇用は多くのアフリカ諸国で雇用全体

の 10～15％を占めるにすぎない。正規の民

間部門の雇用が増加しても、大量の失業し

た若者のプールを減尐させるほどの影響は

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アジアで雇用創出の役割を果たした製造業

は、アフリカでは衰退している。サブサハ

ラ・アフリカでは過去 20 年間に製造業が

GDP に占めるシェアは 16％から 11％に

徐々に低下している。過去１０年間に 20 カ

国以上で製造業のシェアが低下している。

非効率な製造業の国営企業が閉鎖された影

響を受けている部分もあるが、多くの国で

は経済成長が資本集約的な天然資源採掘事

業主導で起こっていることが反映されてい

るのだ。結果として、経済成長の労働への

分配は尐ない。競争力の低下は脱工業化の

中心的要因である。 
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相対的に高い教育を受けた人々であっても、

好条件の雇用機会はごくまれで、ごく尐な

い。アフリカの南部と北部の国々では平均

的に約３分の１の大学卒人口が公式統計上

失業状態にある。サブサハラ・アフリカで

は大学卒の失業率はウガンダの 20％から

ガーナの 46％まで幅広いレンジにある。い

くつかの国では極端に高かったり低かった

りする。 

 

教育を受けて雇用を得られない人々は社会

の中で潜在的な不満勢力となる。多くのア

フリカの若者が雇用機会がないことに苦し

んでいる中で、わずかな幸運な人々だけが

新たに生まれた富の中で成功を収めている。

所得分配の最上層の人々は、国際的な標準

からみても中間所得層に属する。このよう

な分極化は、アフリカ社会において社会的

緊張関係を強めることにつながりかねない。 

 

若年層の人口は今後数十年間急速に増加し

続ける。アフリカの若者の数は 2050 年ま

でに世界の他のどの大陸よりも多くなると

推計されている。この若者の人口膨張を人

口配当に変えるには、大規模な教育投資、

生産性をあげるための経済的・制度的改革、

および出生率と人口増加率の引き下げが必

要になる。 

  

 



 | 16 

 

 

写真ページ 

 

「若者の能力強化のために、さらに学習して生産性を上げることが不可欠だ」  
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行動計画 

 

アフリカの若者を時限爆弾から経済の成長

と発展の担い手に転換することが不可欠だ。

このためには様々な分野における介入を総

合的でうまく調整の取れた行動計画にまと

める俯瞰的な捉え方が必要になる。今こそ、

多くのアフリカ諸国が陥っている低生産性

の罠を打ち破るために、思い切って革新的

な行動をとるべき時だ。 

 

その行動計画中の政策、プログラム、プロ

ジェクトは証拠に基づいて選ぶべきだ。若

者の雇用創出は、すべてのアフリカ諸国政

府にとって重点課題である。この目的に向

けて、これまでも多額の財政資金投入と度

重なる介入行われてきたが、問題の大きさ

と複雑さは増加を止まない。従来の政策介

入は明らかに意図した効果を発揮していな

い。何がうまくいって、なぜうまくいった

のかを特定するためには、厳密な評価方法

の組み合わせから得られる証拠が必要だ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行動計画は各国の固有の状況に合わせて仕

立てなければならない。しかし多くのアフ

リカ諸国にあてはまるいくつかの共通の文

脈もある。それらは５項目にまとめられる。 

 

人的資本 

人的資本蓄積は、胎児期から青年期まで強

化されなければならない。具体的には、 

(a) 恵まれない子供たちとその家族を対象

に乳児期に知覚刺激と栄養を与えるプ

ログラム。とくに受胎後 1000 日間にそ

うした介入を行うことは、多数のアフリ

カの子供たちの成長の潜在力を損な 

わないために、また将来の人的・経済的

潜在力を損なわないために、極めて重要

である。成功したプログラムは、もっと

も貧困で最も恵まれない家庭を対象に

し、母子両方をターゲットとし、支援対 

象が積極的にプログラムに参加するこ 
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とを促す内容となっている。そのような

プログラムをスケールアップして効果

的に実施するにはどのような様式が必

要なのかについては、さらに研究が必要

である。おそらく保護者へのインセンテ

ィブの提供や家庭への現金給付といっ

た方法であろう。 

(b) 初等教育から中等教育にかけてすべて

の子供に質の高い教育を与えることが

不可欠だ。教育の収益率は中等教育を

卒業してようやく明確な違いが現われ

るという証拠がある。このことは、技能

修得が未熟な若者の雇用は不足してい

るということと、多くの学校が学習成果

の実績を残せていないことを意味する。

誰もが自由に中等教育まで受けられる

ことを目標に、まず学校に通う子供たち

が質の良い教育を受けられるようにす

るようにしてから、段階的に取り組むの

が良いだろう。質の高い教育を提供する

には、教員の質を改善することを始めと

して、意味のある包括的な教育制度の改

革が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 恵まれない子供たちへの特別なケアが

必要だ。彼らが学校に留まって他の子供

たちと同様に良い教養を受けられるよ

うにしなければならない。アフリカのい

くつかの国で実施されたパイロット・プ

ロジェクトの結果は、臨時雇用教員や有

資格ボランティアが行う補習授業が勉

強が遅れている子供たちの学習進度を

向上させたことを示している。 

(d) 若者の雇用確率を上げるためには、中

等・高等教育における技能形成と民間

部門主導の職業訓練を拡張することが

とくに重要だ。職業訓練は企業の労働

需要に応えるように行うことが肝要で

ある。一部の国では、大学教育は民間部

門の雇用機会よりも公務員の育成に向

いている。職業訓練の結果として資格認

定を与えるべきだ。あるパイロット・プ

ログラムでは、職業訓練を受けたい人に

自分で選ぶ学校（公共機関、民間機関）

の授業料を支払うバウチャーを支給し

たところ、コース修了後に民間企業に雇

用される見通しが高まったという結果

が得られた。 
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(e) 科学技術の振興。大学教育と大学卒業

後の教育については量から質への転換

が必要だ。適切な目標が設定された大学

には、成果主義のもとで資金を十分に供

給しなければならない。優れた数学、科

学、工学の能力を小学校から大学までの

一連の教育で涵養し、その延長として、

先進的な研究を行う中核的研究拠点（セ

ンター・オブ・エクセレンス）を形成し、

科学技術の素養を備えたリーダーとな

るアフリカの若者を育てることができ

るだろう。現行の学校システムは、数学

と理科の学業成績がとりわけ低いとい

う調査結果が示されている。 

(f) 青年の健康に投資する。アフリカの若

者の罹患率は高い。たとえば、ケニアで

行われた調査では、22％の若者が調査日

から４週間以内に病気にかかったりけ

がをしたりしたと答えている。HIVとエ

イズは特に青年期に感染する人が多い。

健康な肉体、および適切な医療ケアは、

人的資源の必須条件である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 アフリカの若者が人的資源を蓄積するこ

とを支援するためには、厳密な評価により

有効性が確認された試みから得られた証拠

に依拠して、介入の実行リストを構築する

ことが重要だ。たとえば、 

(i) 条件なし、あるいは条件付き現金給

付：胎児期から幼児期まで、母親と

初等・中等教育学齢期の子供がいる

両親を支援する。 

(ii) 受胎後 1000日間に刺激と栄養を与

える。 

(iii) 恵まれない状況の小学生の子供た

ちを中心に、補習授業と無料の学校

給食を実施する。 

(iv) 中等教育修了後に学校教育や職業

訓練を受けようとする若者に対し

て、教育バウチャーを配布する。 

こういった試みは通常小規模で実施される

ものである。それらを意味のあるものにす

るには、国家的な政策介入の計画としてス

ケールアップできることを示さなければな

らない。 
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経済の質的変化 

 

質が高い雇用を十分に生み出すには、生産

性が高い経済に変化させる必要がある。雇

用重視の経済戦略には以下の点が含まれる。 

(a) マクロ経済の基礎的諸条件を整える。

マクロ経済の安定性は、国内貯蓄を奨励

し、投資を促進し、外国投資を誘引する

ために重要である。競争力を保つ為替レ

ートが維持されなければならない。雇用

創出の名のもとに保護主義が採られる

ことは避けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 生産性を強化し競争力を高める。道路、

港、その他の輸送と通信のネットワーク

の改善、高いエネルギー費用の引き下げ

（再生可能エネルギーの開発を含む）、

国内・外国投資の環境整備、などを実行

して、事業運営費用を引き下げることが、

生産性の強化をもたらす。外国直接投資

は、それとともに大規模に雇用を創出す

るために必要な生産能力と国際的バリ

ューチェーンとのつながりをもたらし

てくれる。 
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(c) 石油、天然ガス、土地、再生可能エネ

ルギー等の分野の天然資源関連の投資

においては、国内事業者がサプライヤ

ーとして能力と技能を獲得し雇用を生

み出せるようにする。資源から最終製

品まで競争的なバリューチェーンを形

成し、経済の活力を保護する。 

(d) 農業の生産性を改善する。農村のイン

フラストラクチャー（電力、道路、水利、

等）の整備、収穫後の貯蔵から流通段階

までの損失（ポストハーベスト・ロス）、

収穫量増加のための科学技術の知見の

適用、農地改革の検討、マイクロクレジ

ット制度の拡張、などを優先的に実施す

る。零細農民の生産性向上は低質な自給

自足の雇用を高質な雇用に転換する一

助となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(e) 都市の非正規部門や農村の農業外非正

規雇用を受容し、奨励して投資する。

非正規企業は正規部門とバリューチェ

ーンで垂直的につながっている。非正規

部門の正規化はアフリカ経済の構造変

化と雇用創出の進展を刺激するだろう。

正規部門の雇用は、成長の速度が速くて

も、低いベースから出発しているので、

次世代の労働市場参入者を吸収できる

とは考えにくい。具体的な介入として、

非正規の生産現場のインフラストラク

チャーを整備して生産性を改善するこ

と、法制化、マイクロクレジット制度の

適用などが考えられる。加えて、非正規

事業者の経営能力を開発する革新的な

介入により、彼らがより規模が大きい正

規事業者に成長できるようにモチベー

ションを与えて正規化を支援しなけれ

ばならない。 
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労働市場と雇用創出 

 

労働市場の機能を改善しなければならない。

正規労働市場が機能している国では、団体

労働交渉や最低賃金、その他の制度的規制

の費用便益を客観的かつ徹底的に評価しな

ければならない。得られた評価結果は公開

され、広く議論されなければならない。規

制はできる限り制限的でないようにする

（たとえば、採用と解雇をしやすくするこ

と）一方で、非正規部門の労働者を正規化

するためには効果的な規制を行うことが、

労働市場改革の重要ポイントである。公共

部門の労働組合が、団体交渉やその他の行

為により留保賃金を高める等の影響を労働

市場全体に与えているような国では、同様

の改革が必要である。最後に、非正規雇用

が支配的な国々では、最低限の労働環境の

安全性の保証など、基礎的な規制がより実

効性を持たなければならない。 

 

その他には以下のような施策が考えられる。 

(i) 求職活動の支援。公共の職業斡旋セ

ンターを通じた支援やインターネ

ットを通じた求職ポストの広告を

奨励することを通じて情報の非対

称性と技能の重要と供給のミスマ

ッチに対処する。多くの労働者が歴

史的あるいはその他の理由により

労働市場から離れた場所に住んで

いるような国では、求職活動の交通

費を補助する効果が高いだろう。 

(ii) 公共部門の賃金を抑制する。とくに

留保賃金が高くなり過ぎないよう

にするため。 

(iii) 採用プロセスの透明性を高める。公

共部門と民間部門の両方で採用プ

ロセスの属人性を減らして、効率性

を高める。国によっては民族的つな

がりの影響を抑えることも必要と

なる。 

 

アフリカの政府は失業の圧力を和らげるた

めにこれまでも数多くの介入を実施してき

た。その中には政府が実施する公共事業や

直接的な賃金補給、政府調達における優先

的取り扱い、若者の企業に対する信用プロ

グラム、その他の積極的優遇措置が含まれ

る。これらの介入措置の効果については、

評価が分かれている。それはしばしば実施

能力やその他の行政機能の制約によるもの

である。 

 

民間企業における技能訓練の機会について

考慮してもよい。その中には次のようなも

のが含まれる。 

(i) インターンシップやその他のオン

ザジョブ・トレーニング・プログラ

ムへの補助。選ばれた民間企業と政

府のパートナーシップを利用する。 

(ii) 公共事業プログラムの改革。たとえ

ば公共事業を民間にアウトソーシ

ングすることや、公共事業プログラ

ムを単なる所得給付としてではな

く、オンザジョブ・トレーニングの

機会として捉えることが重要。 

(iii) 小規模フランチャイズプログラム。

小売フランチャイズ・ネットワーク

を持つ民間企業と協力し、非正規部

門の企業を育成するために、経営技

術のトレーニングと組み合わせる。 
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性別による隔たり 

 

性別による隔たりを無くすことは最も重要

である。若い女性の能力を強化することは、

生産的な労働力を確保して包摂的経済成長

を実現するために重要である。そのための

施策として、 

(i) 女の子が学校に留まるようにし、若

すぎる結婚を防ぎ、女の子を通学さ

せることを躊躇させるような要因

を取り除く（たとえば制服の購入な

ど）。 

(ii) 若い女性の雇用と所得を増やすよ

うな技能訓練。 

(iii) 同職種で男と女の間の賃金格差が

存在する状況を是正する。職場にお

ける性別による差別を根絶する。 

(iv) 性別による差別に起因する肥料、種、

資本へのアクセスの差を根絶する。 

 

評価と調整 

 

行動計画の中の個別の介入は、その結果を

評価することがあらかじめ盛り込まれてい

ることが不可欠だ。計画の実効性を絶えず

監視し、実験あるいはその他の科学的根拠

に基づく手法で厳密に評価されなければな

らない。有望な計画は、国家的な政策にス

ケールアップして実施し、その後も続けら

れるべきかどうか、評価を受けることがと

くに重要だ。 

 

アフリカでは、しばしば援助機関から資金

援助を受けて不完全就業問題に対するプロ

グラムが実施される。様々なプログラムが

実施される中で、支援を提供するチャネル

となる援助機関、政府、受益者、ＮＧＯの

間で実効的な調整を行う仕組みをデザイン

する必要がある。 
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写真ページ 

 

「能力強化されれば、増大する若年人口はグローバル経済の中でアフリカの強みになる」 
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結 論 

 

若者の能力を向上させ、彼らが人的資本を

蓄積することを可能にし、質の高い雇用機

会を提供することはアフリカ各国の政府が

取り組むべき重要課題である。このため、

アフリカ各国の政府は既存の政策や介入を

集約し、その上で新しい手段を導入して、

総合的で調整のとれた行動計画に練り直す

ことが望まれる。 

 

政府は行動計画の中で介入方法を精選して

特定すべきだ。介入方法は効果があること

がすでに明らかになっているものや効果を

発揮する可能性が高いものに限定すべきだ。

すべての優先度が高い分野に、精選された

介入手段で対策を講じなければならない。 

 

行動計画が結果をもたらすためには、思い

切った内容でなければならず、既得権益集

団の間にトレードオフが生じる可能性が高

い（たとえば労働市場の規制改革や農地改

革において）。したがって、国民的コンセン

サスと強い政治的意思は不可欠である。望

まれる国民的コンセンサスと政治的意思を

先導する、強いリーダーシップが求められ

る。 
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注と出所 
注 

9 ページ 「若年層の失業率はサブサハラ・アフリ
カで 12.8％、北アフリカでは 27.1％と推定されて
いる」（Baah-Boateng, forthcoming） 

11 ページ 「サブサハラ・アフリカの 5 歳以下の
子供の 60％以上が、発育を妨げられているか、貧
困の中に生きているか、あるいはその両方の恵ま
れない状況に置かれている。」（Grantham-McGregor 

et al. 2007） 

11 ページ「50～80％の子供たちは基礎的な識字力
はあってもその学年に求められる読解力を身につ
けている子供は低い比率にすぎない。」（Spaull and 

Taylor 2012） 

12 ページ 「サブサハラ・アフリカには 5000 万人
の遊牧民がおり、全人口の 8％を構成している。遊
牧はいくつかのアフリカ諸国では国内総生産の 10

～40％を生み出している」（Mude, forthcoming）。 

14 ページ 「サブサハラ・アフリカでは過去 20 年
間に製造業が GDP に占めるシェアは 16％から
11％に徐々に低下している。」（World Development 

Indicators 2012） 

15 ページ 「サブサハラ・アフリカでは大学卒の
失業率はウガンダの２０％からガーナの４６％ま
で幅広いレンジにある。」（ILO, Key Indicators of the 

Labour Market） 
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